
新潟県中越沖地震対応計画（恒久対策）

指示内容 恒久内容 恒久対策進捗状況 兀了

ﾌ確認
恒久対策当初予定

・事象の規模．種類を想定することにより，初期消火に必要な裏員数，自衛消防隊全体の要員数の検討を行う。

・火災の琉模について検討を完了し，自衛消防隊要員の見直し（34名→48名増強）完了。（9月5日）
@（消防車配備、掌駐倖制導入後の体制については再度、見直し11月から運用開始予定） 完了 9月末

〔ア）火災発生時に迅速に

¥分な人員を確保すること

ｪできる体制を早急に整え
驍ｱと。

・自衛消防隊要員（案）に基づいて、要員確保のため委託先等について検討を行なっている．
10月末

・自宅待機している自衛消防隊員に対する連絡手段については，衛星携帯電話または業務用無線を自衛消防隊員に配布する等確実に連絡できる方法を検討する。

・自得消防隊員の要員が決定次第，通信手段について検討を行う．
10月末

・発電所で発生し得る火災の規模，種類等を想定して，化学消防車，ポンプ車（タンク含む）の仕様を検討・決定する。

・火災の規模について検肘を完了し、化学消防車・ポンプ車（タンク章）の仕様，台数〔各1台）を決定した．

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔9月21日）
完了 9月中旬

（イ）原子力発電所におけ

髢精ﾎ災等に備え，化学消
h車の配置等の措置を講
ｸること。

・年度内の祀傭を目標とする。 同上
H20年3月末

自
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・化学消防車を配備した場合操作員の確保・教育および体制を整備する必要があり，これらを考慮して、現実的な配備・運用の時期について早急に検討する。

同上
H20年3月末

・非常時通信手段についてrよ基本的には無線設備を設置することで検討を進める。・また、非常時の電源対策として，小型の発電機およびUPSの般置について検討する。
・H19．9．18NTT災害優先回線、専用回線，衛星携帯電話で多様性を持たせることが決定。・上記3種類の電源確保について検肘中。

一部

ｮ了
11月末

（ウ）消防に対する専用通

M回線を確保すること。

・連絡手段は衛星携帯電話およびFAX等通信設備の専用化．多様化を図る。
・H19、9．18NrT災害　先口　　専用回　　衛星　　　　で多様　　　たせることが決定 完了 10月中旬
・上記3種類の逓信手段は．連絡責任者席．中央制御室．緊急時対策本部で使用可能とする方針。
ﾒ翻先酬よ速櫃任舌痛の駄技術課鰭中央側雌・繁簡対策本部で使用可㈱・消防本部への専用回線（松江市消防本部・通信司令室一中央制御室）ぱ9月26日暫定運用開始。

一部

ｮ了
11月末

（エ）消防機関での実地訓

福�ﾜめ，消防との連携の

ｺで，担当職員の訓練を強
ｻすること。

・現奮もぞ防署と連携して訓練を行っているが、これに加え消防薯へ社員を派遣し訓練を行っよっ，教育カリキュラムについて消防暑と早急｛10月末まで）に協罐・調整する。

・教育カリキュラムの策定中。松江市消防本部と協議・調整を行う予定。〔10月中旬）
9月中旬
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・自衛消防隊に対する訓練計画の検討を行うとともに，訓練内容については，想定事象の検討結果に基づき検討を行う。

同上
10月末

検討中
H20年2月末（ア）地震等の災害尭生時

ﾅあっても，放射性物質の

Rえいなどの事実関係を確
Fするために必要となる人
��m保することができる
ﾌ制を早急に整えること。

・通信手段としては．大規模災害に備え，有線通信ではなく衛星携帯電話または業務用無線を分析負に配布することも検討する．

同上
H20年2月末

・大規模災害時等ぱ一分析を行う要員が足りなくなる可能性が否定できないため，分析員以外の要員〔運転員等）がサンプル採取を行い，分析員が測定する体制等についても検附する。検討終了次第運用を開始することとする。

同上
10月末

・N下下災害優先回線は9月14日運用開始。・H19．9．18N下r災害優先回線．専用回線，衛星携帯電話で多様性を持たせることが決定。・衛星携帯電話は10月末運用開始予定。

一部

ｮ了
10月末

迅
速
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〔イ）地震等の災害発生時

ﾅあっても袖裏に機能する

ﾊ信手段を，原子力発電
鞄煖yび原子力兜電所と
幕ﾆ者の災害対策本部と
ﾌ間に確保すること。

・H19．9．1B　NT下災害優先回線，専用回線．衛星携帯電話で多様性を持たせることが決定。・上記3種類の通信手段は．連絡責任者席，中央制御童，緊急時対策本部で使用可能とする方針。・上記3種類の電源確保について検討中。

10月末

・大規模地震時に通信設備が損傷する可能性があるため．通信設備の保管場所として補強を施した場所に限定するなどの対策を検討する．

校尉中
12月末

（ウ〕万一，放射性物質の

Rえいなどがあった場合に
窒ﾜ，その可能性に接した時

_で，直ちに，国及び地方
ｩ治体への通報を行なうこ
ﾆ。

・通常考えられない水、油等流体の漏えい（放射能がない場合も含む）が管理区域内外で発生した場合．国に対する報告事象に該当するか，あるいは非該当か判断できない

・7月号1日保安規定変更申請，8月31臼認可，9月12日に施行した。 完了 9月末

・7月31日保安裁定変更申請，8月31日認可，9月12日に施行した。

^蹄昔1：罐婦羅蹴鷲繍蓬欝繋麟磐運用〕 9月末
i10月末）



新潟県中越沖地震対応計画（暫定対策）

指示内容 暫定内容 暫定対策進捗状況
兀了・

ﾌ確認
暫定対策当初予定

・当直飼の採用等，体制整煽までの問，板間，休祭日の隊員の確保については当番制の探 ・8月20日から自衛消防隊当番劃の運用を開始した。

（ア）火災発生時に迅速に十

ｪな人員を確保することがで

用（自宅待劃レ外出先軸告義務），スケジュール管理を行うことにより5名程度の自衛消防隊

��m保で青るよう対応する。
対象奪：連絡責任者・連絡担当者（特別管理職）とし．5名待機とする。

ﾒ機方法：発電所付近に待機する一概ね30分以内に出社する。）
完了

きる体側を早急に整えるこ
ﾆ。

・地震等発生時には運用により自衛消防隊（34名）は自主的に出社することを要領に却定し

ﾎ応する。（出社震度については，暫定的に震度5弱とする、）初期消火を行う当直員につい

ﾄ1ま．現行どおり3名とする．

・7月20日から出社震度を新たに規定し，自主的に出社することとした。

i一部の自衛消防隊員（45名）は松江市において震度5弱以上で自主的に出社する。〕 完了

9月2日運用開始

・発電所消火設備の緯点検を実施するほか，必要に応じて補強を行う等の対策を検討する。 ・慨世消火設備の総点検を実施した．（フ月20日完了） 完了

（イ）原子力発電所における

精ﾎ災等に傭え，化学消防
・管理区域内において，可燃物が不用意に放置されていないことを確認する。 ・管理区域の可燃物管理状況の確認を実施した試8月10自完了） 完了

自

享の祀置等の措置を講ずる
ｱと。

・化学消防車配備までの間，油火災に対する対応として，大型のABC消火器を化学火災対
棊pとして，10月末までに5台程度準備する．

・大型ABC消火器【DP－5q＝12台】の購入手配を行った．〔9月6目設置完了）・大型ABC消火器の殺置場所の選定を行った．（8月22日承認） 10月末目途

衛 ・屋内火災に対するバックアップ設備として大型のABC消火器を各建物大物搬入ロ（7箇所に ・大型ABC消火鵠【12台（一般区域5台12臨駈．管理区埴7台＝7箇所〕】設置完了（9月20日転倒防止対策実施） 完了

消 各1台）に設置する。 ・泡消火器具（1セット）購入（9月12日E傭完了：消防用機材置場）

新

防
体
制
の
強

（ウ｝消防に対する専用通信

���m課すること．

・業務用無線船側を発電所および消防署へ導入することで通信設備の多様化検肘が終了す
驍ﾜで対応する．

@遮絡責任者席～消防著聞の連刷ま11月／初開始する。
@中央制御室1撹畢への影響評価後，速やかに設置

・松江市消　本部と　罐を実　。

k第1回協餓：8月3日，第3回協罐二8月28日，第4回協膳：9月13日，篤5回協罐19月26日）
y具体的な工事の実雄方法まで検討を終了している。現在，立案・発注段階】・消防本部への専用回線（松江市消防本部・通信町令室一中央制御塵〕は9月26日暫定運用開始・業務用無線設偏に誓えて衛星携帯電話を10月末に運用開始予定 工事の実施

@待ち
11月初句運用開始

潟 化 ・消防署と緊急に自衛消防隊員に関する歓喜・淵火技術訓練について協罐・規整を行う ・松江市消防本部と協議中（第1回憶罐：8月3日，算2回協撒：8月14目） 憶罐中

・7月20日　　衡三　　　（17人｝による勘　、火・ン　による　　水”1を　　した．
県 ・8月　3日兜電課当直〔12人1による消火器および屋外消火栓による初期消火訓練を実施した。

・B月　8日　自衛消防隊消火技術向上のため，消防本部指導のもと厨外消火栓および動力潰
（エ）消防槌関での実地訓練 火ポンプの寓放水訓練を実施した試30人1

中
越

を含め，消防との連携の下

ﾅ．担当口臭の訓練を強化
ｷること。 ・自衛消防隊員の消火技術の向上に繋がる訓練を速やかに計画する。 都度実施中

速やかに計画

・8月31目髭篭課当直による酒火難および屋外消火栓による初期消火訓練を実施した。
・9月20日　発電課当直による消火鼎および塵外消火栓による初期消火訓練を実施した．

沖 ・9月28日消防本部指導のもと大型ABC消火器および泡消火器具の取扱訓練を実施した。
【恒久対策として10月末までには教育カリキュラムを策定するが，その間においても自衛消防

隊の訓練を毎月実施していくこととした。〔当初計■は2回／年である．）】

地 ・当匠制の採用等，体制整備までの間，当番制（自宅特捜〕の裸用筆により夜間，休祭日は ・夜間・休祭日における　射練管理員〔淵；水の分　員）を2名　保する　用を8月18日より開始した．

最低2名以上の放射線管理員を確保できるよう要領書に裁定し運用するほか（自宅待機／外 分析員2名は下記とする．

震 出先の報告董務），災害等覚生時には，出社の連絡がなくても自主的に放射線管理農（最低 ①当日の連絡責任者・遮絡担当者のうちどちらか1名

2名，出杜については放射線管理負に順位を決め対応する．体創の整備が完了するまでの ②連絡責任者・連絡担当者メンハ’一に予め呼び出し順位をつけ，連絡がつき出社可能な者1名

（ア）地震等の災害発生時で 間，地震（震度5珊）等の災害時には5名程産が出社することで対応する．）が出社することを なお，連絡責任者・連絡担当看メンバーに対し，G■核種分析装置による放射能分析講習をB月13日

対 あっても，放射性物質の潤え 要領に規定し運用する。 より逐次実施している。（ゆD名／㈹名受講済み、9月6日終了）

応

いなどの事実関係を確認す
驍ｽめに必要となる人員を確

・通信手段については．通信設備の検肘が完了するまでは放射線管理員に携帯電話を配布
ｷることにより対応する。 ・松江市において震度5珊以上の地震尭生時には莫に3名程度が自主的に出社する運用とした。 完了 8月18日運用開始

保することができる体制を早
迅 急に整えること． ・現在．当直員による巡視によりE管等からの漏えいについて確認を行っているが，当該巡 ・呼び出し要員への漣絡手段については，現状配布している連絡責任者用携帯電話を活用する。

速 視はプラントの損傷の発見に重点をおいた巡視であり，漏えい水に放耐性物質が含まれて
計

か いるかどうかの蝦点での巡視1ま行っていないことから，今後は，「巡視・点検要領』の見直し ・当直員のサーベイメータ等の放射線測定器の携行については，燃料貯蔵プール水の放射能レベル程度では

つ を行い当直による巡視にサーベイメータ等の放射線測定善を携行する等の手段を講じ，早 判別できないため実距せず，サンプリング水の核租分析荘皿での確認のみとする．

画 厳 期の検出に努める。暫定対策については11月／初運用開始とする。

楕
な

・通信整備の検討を行っている。〔第1回関係者問協罐18月7日，繁2回：8月31日｝

事 （イ）地震等の災書髭生時で ・本店宜逓電話，N下r災害優先回線，携帯電話（災害優先），衛星携帯電話により連絡できるように」ている

故
報
告
体

あっても確実に機能する通信

闥iを，原子力発電所内及
ﾑ原子力蛇篭所と事葉者の
ﾐ害対席本邸との間に確保

・現行の通信資機材により対応するが，早急に業務用無紋，衛星携帯電話，FAX等の導入を

汳早v通信設備の専用化，多様化を図る．当面は地震等の影響を受けない緊急時対策室ま
ｽは中央側御室から連絡を行う。

が．有線通信の鳩合，大規摸焚書により通信不能となることも慧定されることから，無線通信設備等の導入について検討を行っている。・中央制御室及び技術課長席に設置のN下r固練（合計2回線）について，災害優先回線に契約変更の手続音

�sっている試9月14日完了）　　　　　　　　　　　　　　・

完了 11月初句運用開始

すること．
制
の ・業務用無緯，衛星携帯電話等による通信手段の多様化を図るため技肘を行っている．（9月18日方針決定）

・消防本部への専用回線（松江市消防本部・逓信司令室一中央制御室）は9月26目暫定運用開始。
構
築 ・社内規定等の整備を検討している一箪1回関係者問協簾潟月フ日，第2回：8月31日）

｛現状，

（ウ）万一，放射性物質の漏

ｦいなどがあった場合に1ま，

bﾌ可能性に接した時点で，
ｼちに，国及び地方自治体への通報を行なうこと。

・葺領の改訂に時間を甚する場合，課長通達等の処置を行い早期に運用を開始する。

・r故障・トラブル対応要楓」に放射能が含まれている可能性のある漏えいを発見した時点で速やかに国へ報告，自治体へ連絡するようにしているが，どのような事象，状況等まで轍告するのか具体的な記載がないた

ﾟ，明確にする必要があり検討を行なっている．
o暫定措置｝・通徹追給手順書へ通鞭連絡基準の情轍区分を追加（9月12日第33次改正），および水，油等の漏えい時の情

ｲ連絡巣（第1軸｝を追加した．（日月28日算34次改正）

完了 11月初句運用開始
i9月21日暫定運用開始）

・「管理区填内外における漏えい水発見時の対応について（暫定運用）」により，より具体的な取扱いを定め，

暫定運用として関係者へ周知した。（9月21日）

7 30　　、b 1　　、b2　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　こ つてい　。


